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第９章 

 

東京都区部における緑地面積が大気汚染に与える影響 

 

八巻 璃咲 

 

 

要約 

 

緑地の増加は、国内外の研究から大気汚染物質の減少に有効であると考えられている。し

かし、既存研究では、地域単位のデータを用いて緑地の増加が大気汚染に与える影響を実証

的に検討したものが少ない上に、網羅的な大気汚染物質への影響は明らかにされておらず

疑問も残る。そこで、本稿は、日本の東京都区部を事例として、長期的・網羅的な観点から、

緑地と大気汚染物質の関連を明らかにすることを試みる。具体的には、1986年から 2021年

までの区部別・大気汚染物質別のパネルデータを構築した上で、緑地が大気汚染物質に与え

る影響を検証した。分析結果からは、緑地の増加が温室効果ガスである CH4、及び光化学

スモッグの原因となる OX を生成する成分となる THC を減少させることが明らかになっ

た。緑地の増加が特定の大気汚染物質の抑制において政策的な重要性を有すると考えられ

る。 

 

 

１．はじめに 

 

近年、大気汚染が世界的に問題視されている。WHOによると、屋内外の大気汚染の複合

的な影響によって毎年 670万人が早期に死亡していることが明らかになっている1。これら

の早期死亡は低・中所得国に集中しているものの、2019年時点で世界の 99%の人口がWHO

の定める大気質ガイドラインの基準を満たさない場所に住んでいるとされる2。このように

世界的に大気汚染による健康被害が問題となっている。 

一方、日本は環境省が設定する環境基準の達成率という意味では、多くの大気汚染物質が

環境基準を満たしているものの、光化学オキシダント (OX) などのいくつかの物質汚染が

やはり問題化している。たとえば、環境省の令和 4 年度の観測結果では、微小粒子状物質 

(PM2.5)、二酸化硫黄 (SO2)、二酸化窒素 (NO2)、浮遊粒子状物質 (SPM)、一酸化炭素 (CO) 

 
1 https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/ambient-(outdoor)-air-quality-and-h 

ealth (2024年 11月 17日)。 
2 https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/ambient-(outdoor)-air-quality-and-h 

ealth (2024年 11月 17日)。 
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のすべての物質が、ほぼすべての一般局・自排局で環境基準を達成しているが、OXについ

ては、一般局で 0.1%、自排局では 0%の達成率に留まっている3。OX 注意報発令レベルの

超過割合が多い地域における OX の濃度は長期的には減少傾向にあるが、令和 3 年度と比

較して発令延べ日数は微増している4。最大都市である東京都における状況も同様の傾向で

ある5。OXはいわゆる光化学スモッグの原因物質であり、高濃度になると粘膜を刺激し、呼

吸器に影響を与えるほか、農作物等への影響も明らかにされている6。このように光化学ス

モッグなどの特定の大気汚染は、日本においても問題になっている。 

大気汚染物質を減少させる解決策の一つとして、緑地の存在があげられる。まず、ガス状

の大気汚染物質は、植物の葉の表面にある気孔に取り込まれ、葉の内部で細胞間の空間に拡

散されることで、葉に永久に取り込まれる7。また、粒子状の大気汚染物質は、植物の表面

に堆積することで一時的に除去される8。これらのメカニズムを通じて大気汚染物質は減少

する。加えて、緑地はヒートアイランド現象の緩和においても効果的であると考えられてい

る。ヒートアイランド現象は、都市部の上空の空気を暖め、大気汚染物質の拡散を妨げるダ

ストドームを生じさせる原因の一つとなっており、緑地の増加は気温の低下を通じて、この

ようなメカニズムを抑制しうる。このように、緑地の増加は、直接的・間接的に大気汚染物

質を減少させることが期待される。 

国外においては、緑地面積の増加が、様々な大気汚染物質の減少を促すことが明らかにさ

れている (Currie and Bass 2008; Jaafari et al. 2020; Taha et al. 2000)。しかし、日本で

環境基準を達成していない OX と緑地面積の関係については検証されていないなど、網羅

的な研究は行われていない。また、国内においては、緑地面積がNO2に与える影響や、葉

面と大気汚染物質の吸着の関係についてなど、様々な研究が行われているものの  (阪井 

1987; 三澤 1981)、大気汚染の緩和において緑地の増加の重要性が叫ばれる中、緑地面積が

大気汚染物質に与える影響に関する研究は少なく、実証研究に乏しい状況が続いてきた。 

上記の問題意識から、本稿では、1986年から 2021年までの東京都 23区別・大気汚染物

質別のパネルデータを構築した上で、緑地面積が大気汚染物質に与える影響を明らかにす

る。本稿の分析結果からは、緑地の増加が温室効果ガスであるメタン (CH4) と、光化学ス

モッグの原因となる OX を生成する成分となる全炭化水素 (THC) を減少させることが示

された。これらの知見を踏まえると、緑地の増加が特定の大気汚染物質の減少を促すことに

 
3 https://www.env.go.jp/press/press_03287.html (2024 年 11月 17日)。 
4 https://www.env.go.jp/press/press_03287.html (2024 年 11月 17日)。 
5 東京都においては、令和 5 年度の観測結果によると環境基準が設定されている 6 物質の

うち 5 物質の PM2.5・SO2・NO2・SPM・CO は一般局、自排局ともに 100%であったも

のの、日本の観測結果と同様に OXは一般局で 0%と達成率は低く、自排局では測定が行わ

れていない。https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2024/09/02/16.html 

(2024年 11月 17日)。 
6 https://tenbou.nies.go.jp/download/explain_materials.html (2024 年 11月 17日)。 
7 https://www.nps.gov/articles/000/uerla-trees-air-pollution.htm (2024年 11月 15日)。 
8 https://www.nps.gov/articles/000/uerla-trees-air-pollution.htm (2024年 11月 15日)。 
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貢献するものと考えられる。 

続く第 2 節では、大気汚染の影響と要因に関する先行研究を概観した後、第 3 節では、

緑地率が大気汚染物質に与える影響について本稿の理論仮説を導出する。第 4 節では、デ

ータと分析方法を提示したのちに、第 5節では、実際の分析結果について議論する。第 6節

では、本稿で得られた知見を踏まえて、東京都における緑地のあり方や今後の研究の課題に

ついて示唆を述べたい。 

 

 

２．先行研究 

 

大気汚染物質は様々な影響を与える。例えば、OXは高濃度化することで光化学スモッグ

を発生させ、人体への影響とともに農作物への被害も与えている (中村・松中 1974)。SO2・

窒素酸化物 (NOX) による雨水の酸性化によって酸性雨が発生する (玉置 2000)。大気汚染

物質による鉄の腐食促進や酸性雨による銅の腐食による文化遺産・文化財への影響が明ら

かにされている (古明地 1993)。SO2 などを総称した硫黄酸化物は呼吸機能や死亡率に及

ぼす影響が明らかにされている (常俊 1989)。COは温室効果ガスであるメタンの寿命を長

くし、HCは光化学スモッグの原因だと考えられている (大野ほか 1997)。このように、大

気汚染物質は人間の健康、植物、文化財に被害をもたらすと考えられる。 

 

２－１．大気汚染物質の発生要因 

 

福井ほか (2014) によると、SO2 は発電所と廃棄物焼却施設以外の工業部門を中心とす

る大規模燃焼が発生源である。OX は大気中の揮発性有機化合物 (VOC) と NOX の混合系

が紫外線を受けることによる化学反応により生成される (石丸・小川 2004)。NOX は高速

道路や幹線道路に沿って濃度が高くなる傾向があることが明らかになっており、ディーゼ

ル車の増加、化石燃料の消費など自動車や工場からの排出ガスが要因として示されている 

(大野ほか 1997; 水野谷・水鉋 1998; 李ほか 2000)。SPMは工場や自動車の排出ガスに含

まれる汚染物質であり、大気中の VOCが化学反応を起こし、反応性生成物が凝集すること

によって生成される (石丸・小川 2004; 李ほか 2000)。CO・PM2.5は自動車が最も排出寄

与の大きい発生源である (福井ほか 2014)。 

 

２－２．緑地と大気汚染物質の関連 

 

先行研究では、実測調査やシミュレーションの手法を用いて、国内外で緑地と大気汚染物

質との関連が明らかにされてきた。例えば、緑地のオゾン (O3) への影響があげられる。

Taha et al. (2000) は、米国で最もスモッグが多い地域とされるロサンゼルス盆地を対象と
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して、大気質等のシミュレーションから、緑被率の増加が気候や大気質に与える影響を考察

している。分析結果からは、緑被率の増加が、気温を減少させるとともに、O3の露出量を

減少させる可能性が示唆されている (Taha et al. 2000)。O3は、OXの大部分を占める成分

である9。したがって、O3を減少させることで光化学スモッグの発生を緩和させることがで

きると考えられる。 

また、緑地のNO2への影響も明らかにされている。田村ほか (1999) によると交通量の

多い都心にあり規模の大きい公園を含む広範囲で実測調査を行ったところ、緑地率の高い

地点では、相対的に夏季に NO2濃度が低くなる傾向が見られたが、明確な関係が見られて

いないと述べている。一方で、阪井 (1987) は、夏季において道路緑化がNO2の削減に対

して有効な手段であることを明らかにしている。加えて、自動車排出ガスの拡散防止10の面

でも有効な機能を果たすことが指摘されている。 

その他にも、多様な大気汚染物質との関連が研究されている。三澤 (1981) によると、葉

面による粉塵吸着量は群葉近傍の粉塵濃度及び暴露期間にほぼ直線的に相関することが示

されている。国内の研究にとどまらず、国外における研究も数多く存在する。フランスのス

トラスブール市内の公共緑地の樹木は 1年間に約 88トンの汚染物質を除去していると推計

される (Selmi et al. 2016)。特に PM1011を約 7%削減することがわかっているが、他の大

気汚染物質への影響は小さいと考えられている (Selmi et al. 2016)。トロント市街地の屋

上・壁面緑化の大気汚染削減効果を調査した研究では、樹木、低木、緑の屋根、壁面緑化が

NO2・O3・PM10・SO2 の汚染除去割合を高めることが明らかになっている (Currie and 

Bass 2008)。また、テヘランを対象とした研究でも、緑地は CO・NO2・O3・PM10・PM2.5・

SO2による大気汚染を緩和させる統計的に有意な効果が示されている(Jaafari et al. 2020)。 

このように先行研究では、大気汚染物質の影響・要因、及び緑地の大気浄化効果が明らか

にされている。しかし、多くの研究が緑地と大気汚染物質の短期的な空間的相関に注目する

傾向があり、緑地の長期的な変化を捉えた研究は少ない。本稿は、世界有数の都市領域であ

る東京都区部に注目して、区の緑地の長期的変化と大気汚染物質の関連を検証する。次節で

は、先行研究で得られた多くの知見をもとに、東京都都区部における緑地が大気汚染物質に

与える影響を理論的に検討する。 

 

 

３．理論仮説 

 

先行研究では、各種の実測調査・シミュレーション研究から、樹木、屋上緑地、壁面緑地

 
9 https://www.env.go.jp/council/06earth/y060-kondan01/ref05.pdf (2024年 11月 14日)。 
10 拡散とは、障害物としての植物により汚染質が広がり希釈され汚染質濃度を低下させる

効果があるが、全体の総量は減少しないことを指す (阪井 1987)。 
11 捕集効率が 50%となる空気力学径が 10μmとなる粒子。https://www.nies.go.jp/kanko/n 

ews/20/20-5/20-5-05.html (2024年 12月 2日)。 
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などの緑化により大気汚染物質が減少することがわかっている (Selmi et al. 2016; Currie 

and Bass 2008)。これらの効果は大気汚染物質の形状によってそのメカニズムが異なって

いる。まず、SO2・NO2・CO・O3などのガス状の大気汚染物質は植物の葉の表面にある気

孔が有害な汚染物質を取り込み、葉の内部で細胞間の空間に拡散されることで、植物の葉に

永久的に取り込まれる12。一方、PM2.5などの粒子状の大気汚染物質は植物の表面に堆積す

ることで一時的に除去される13。ガス状の大気汚染物質は大気中に再浮遊したり、雨によっ

て流出物に溶解されたり、土壌に移行されたりするため、植物は一時的な滞留場所として考

えられている14。このようなメカニズムで緑地が大気汚染物質を減少させることが明らかに

なっている。 

加えて、ヒートアイランド現象も大気汚染を引き起こす一つの要因だと考えられている。

都市のヒートアイランドは、逆転層という壁で包まれたドーム構造をしているため、ドーム

の中で排出された汚染物質は内部を循環し、ドーム外に出られない状態が続くことで大気

汚染が進行する (三上 2006)。ヒートアイランド現象の主な原因は人口排熱の増加、地表面

被覆の人工化、都市形態の高密度化だとされる (鍵屋・足永 2013)。その緩和効果の一つと

して緑化の推進があげられる15。具体的に緑が果たす役割としては冷涼な空気のかたまりの

形成、冷涼な空気の移動のスムーズ化などがあげられる16。 

したがって、緑化が大気汚染物質を吸収するという直接的効果と気温を低下させること

でダストドームによる大気汚染物質の充満を抑制するという間接的効果の両方のメカニズ

ムを通じて、大気汚染を緩和する効果がある。よって、以下の仮説が導出できる。 

 

仮説 東京都区部において緑地率が増加するほど、大気汚染物質が減少する。 

 

 

４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

 上記の理論仮説を検証するために、「大気汚染常時監視データ17」に基づき、1986年から

2021年まで 1年ごとに計測された大気汚染物質別及び東京都区部別のパネルデータを構築

した。 

 
12 https://www.nps.gov/articles/000/uerla-trees-air-pollution.htm (2024年 11月 15日)。 
13 https://www.nps.gov/articles/000/uerla-trees-air-pollution.htm (2024年 11月 15日)。 
14 https://www.nps.gov/articles/000/uerla-trees-air-pollution.htm (2024年 11月 15日)。 
15 https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/04/040625/01.pdf (2024 年 11月 12日)。 
16 https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/04/040625/01.pdf (2024 年 11月 12日)。 
17「国立環境研究所  環境展望台  月間値・年間値データファイル」を用いた。

https://tenbou.nies.go.jp/download/ (2024年 11月 12日)。 
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まず、本稿の分析に用いる従属変数は、国立環境研究所の環境展望台で月別・測定局別に

観測されている 11種類の大気汚染物質観測データを用いる。具体的には、SO2・OX・NO2・

NOX ・CO・一酸化窒素 (NO)・非メタン炭化水素 (NMHC)・CH4・THC・SPM・PM2.5

の 11種類の大気汚染物質である。この観測データを測定局の所在地の区部ごと、大気汚染 

 

表１ 変数説明 
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表２ 記述統計 

 

 

物質ごとに集計して月別の平均値を算出した。本稿では、観測データを最も長期間収集でき

る 4 月の平均値のデータを用いる。ただし、4 月の観測データがない OX、及び SPM は 5

月の平均値のデータで代替する。 

次に、独立変数として、緑地率を用いる。具体的には、東京都が公開している『東京の土

地利用』に基づき、1986 年から 2021 年まで 5 年ごとに計測された東京都区部の公園等、

農用地、水面・河川・水路、森林・原野の面積の合計を区部の総面積で除して緑地率を計算

した18。 

 その他には、統制変数として、昼夜間人口比率、高齢化率を用いる。e-Statの 1980年か

ら 2020年まで 5年ごとのデータに基づき、昼夜間人口率は昼間人口を総人口で除した。高

齢化率は 65歳以上人口を総人口で除した。 

 緑地率、昼夜間人口比率、高齢化率は 5年ごとにしか収集されないため、データが収集で

きない年度は、各年度の最新の値を当てはめた。 

表 1は、上記の変数群を整理した変数一覧であり、表 2は記述統計である。 

 

４－２．推定方法 

 

上記の変数を用いて、緑地率が大気汚染物質に与える影響をパネルデータ分析によって

推定する。パネルデータ分析を用いることで個体間の水準差や時間毎の水準差を統制する

 
18 緑地の定義は、以下に依拠した。http://www.chiikiseikatsu.org/databook2014/databoo 

k2014tnk.pdf (2024年 11月 12日)。 
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ことができるが、時間毎に変化する可能性がある個体の水準差は統制することができない。

そのため、時間毎に変化する可能性がある昼夜間人口比率、及び高齢化率を統制変数として

用いることで統制する。 

 

 

５．分析結果 

 

まず、表 3では、区部別パネルデータから、Model 1～4まで、それぞれ SO2・OX・NO2・

NOXについて、東京都区部内の緑地率の変化が大気汚染物質月別平均値の変化に与える効

果を検証した。Model 1では、昼夜間人口比率が増加すると、1%水準で統計的に有意に SO2

が増加している。緑地率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 219

では、昼夜間人口比率が増加すると、5%水準で統計的に有意に OX が減少している。緑地

率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 3では、緑地率・昼夜間人

口比率・高齢化率のすべてで統計的に有意な効果は見られない。Model 4では、昼夜間人口

比率が増加すると、1%水準で統計的に有意に NOX が増加している。緑地率・高齢化率に

ついては統計的に有意な結果は出なかった。 

次に、表 4では、区部別パネルデータから、Model 5～8まで、それぞれ CO・NO・NMHC・ 

 

表３ 大気汚染物質の月平均値に対する緑地率の効果 

(ＳＯ２・ＯＸ・ＮＯ２・ＮＯＸ) 

 

 
19 OXは 4月の観測値がないため、5月の観測値で代替している。 
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表４ 大気汚染物質の月平均値に対する緑地率の効果 

(ＣＯ・ＮＯ・ＮＭＨＣ・ＣＨ４) 

 

 

CH4 について、東京都区部内の緑地率の変化が大気汚染物質月別平均値の変化に与える効

果を検証した。Model 5では、緑地率・昼夜間人口比率・高齢化率のすべてで統計的に有意

な効果はなかった。Model 6 では、昼夜間人口比率が増加すると、1%水準で統計的に有意

に NOが増加している。緑地率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 

7では、昼夜間人口比率が増加すると、1%水準で統計的に有意にNMHCが増加している。

緑地率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 8では、緑地率が増加

すると、0.1%水準で統計的に有意に CH4が減少している。昼夜間人口比率・高齢化率につ

いては統計的に有意な効果はなかった。 

最後に、表 5では、区部別パネルデータから、Model 9~11まで、それぞれ THC・SPM・

PM2.5 について、東京都区部内の緑地率の変化が大気汚染物質月別平均値の変化に与える

効果を検証した。Model 9では、緑地率が増加すると、0.1%水準で統計的に有意に THCが

減少している。昼夜間人口比率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 

1020では、昼夜間人口率が増加すると、5%水準で統計的に有意に SPMが減少している。緑

地率・高齢化率については統計的に有意な効果はなかった。Model 11では、緑地率・昼夜

間人口比率・高齢化率の説明変数すべてで統計的に有意な効果はなかった。 

以上の検証から、CH4・THCについては、緑地率が増加した地域ほど、大気汚染物質が

減少するといった統計的に有意な負の関連が見出された。これらの結果は仮説に整合的な 

 
20 SPMは 4月の観測値がないため、5月の観測値で代替している。 
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表５ 大気汚染物質の月平均値に対する緑地率の効果 

(ＴＨＣ・ＳＰＭ・ＰＭ２．５) 

 

 

結果であった。他方、SO2・NOX・NO・NMHC・SPMでは、昼夜間人口比率が増加した

地域ほど、大気汚染物質が増加するなど、都市活動によって大気汚染が進む傾向が見られる。

これらは直感的な結果であり、大気汚染物質の月別平均値が大気汚染状況の測定として一

定の妥当性を有する証左であると考えられる。 

 

 

６．結論 

 

本稿では、1986 年から 2021 年まで 1 年ごとに計測された大気汚染物質別及び東京都区

部別のパネルデータを用いて、東京都区部の緑地率の増加が大気汚染物質に与える影響を

明らかにしてきた。本稿の分析結果からは、第一に、緑地率の増加が CH4の減少に効果を

もたらしていることが確認できた。CH4は炭化水素に分類され、CO2の次に地球温暖化に

影響を与える温室効果ガスであることがわかっている21。そのため、緑地率の増加が地球温

暖化を緩和させることが示唆された。第二に、緑地率の増加が THCの減少に影響をもたら

していることが確認できた。THC は CH4 とそれ以外の炭化水素である NMHC を総称し

 
21 https://www.nies.go.jp/whatsnew/20200806/20200806.html (2024 年 11月 17日)。 
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た炭化水素である22。NMHC は太陽の紫外線によって大気中の NOX と光化学反応を起こ

すことで光化学スモッグが発生する原因物質である OXを生成する23。そのため、緑地率の

増加が光化学スモッグを緩和させることを示唆する結果と言える。 

上記の知見に基づけば、東京都区部における緑地率の増加が、温室効果ガスの減少による

地球温暖化を緩和させ、OXを直接的に減少させるわけではないものの光化学スモッグの緩

和に寄与している可能性があると考えられる。東京都区部における 1986年から 2021年に

かけての緑地率は 0.4%ほど減少している。現在東京都では、屋上緑化の推進や校庭の芝生

化などを行い、緑化を推進の取り組みを積極的に行っている24。東京都による屋上緑化への

助成金制度は存在しないが、東京都公園協会による東京都都市緑化基金や区で独自に助成

を行っている自治体もある25。これらの取り組みが、東京都区部における緑化に寄与すると

考えられる。ただし、本稿の分析では、先行研究で多くの研究者によって明らかにされてい

た緑地率の増加が CO・NO2・PM2.5・SO2に与える影響において有意な結果が確認されな

かった点は注意されたい。 

最後に、本稿の今後の研究課題について言及しておきたい。本稿では、区部の大気汚染物

質の月別平均値を求める際に、区部ごとに設置されている大気汚染物質の観測値の和を単

純に観測所数で除した値を用いている。そのため、区内の観測所ごとの近隣緑地と観測値と

の関連など、よりミクロな空間的相関は確認できなかった。今後は、区などの行政単位より

も小規模な地理的単位で、緑被と大気汚染との関連を長期的に観察する試みが求められる。

これらの点は、今後の研究課題としたい。 
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